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はじめに
M社は1951年に本社を富山県から東京に移したが，創業者の出身地たる富山
県内に最大の工場群と，世界各地の現地法人等からそれぞれのトップが集まる
国際会議場があるので「北陸企業のグローバル経営」シリーズで取り上げるこ
とにした。
M社は個性豊かな，かっ， リーダーシップの強い創業経営者に率いられ，自
社のことを“生まれながらのコスモポリタン”と広報誌に表現するような海外
展開の多い企業である。
同社の特色を挙げてみると結局のところグローバルな企業の特色に行き付い
てしまうようだ。その特色は，
1.圏内創業から67年，輸出開始から65年，海外直接投資開始から49年を経
て1000年企業を目指しているO
2. 2000年末で海外展開は58ヶ国93社248拠点にも広められており，地球企
業と称しているO
3.個人企業創業2年目から輸出を始め，早い時期から海外に目を向けてい
る。
4.進出したら容易に撤退せず，現地に根付けと担当者を指導するO
5. インターナショナル企業からグローバル企業へと幹部の意識が変化して
いる (1)0 
これらの特色を， M社はなぜ、持つようになったのかに関して，第一に創業経
営者の経営理念，第二に海外展開の方針，そして第三にアメリカ進出から得た
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学習効果の三つの観点から論じてみたL、。
筆者は2001年3月にM社副社長K氏にヒアリングを行ったが，それ以前には
過去20余年にわたって数多くの役員，部長クラスの方々とお話する機会があっ
た。しかしこれまでは象の尻尾に触れる思いがあり，なかなかM社全体像が掴
めないとの焦りがあったが，副社長K氏の面接が実現した段階で執筆の決断を
することとなった。
創業社長には晩年に講演を 1回だけ拝聴する機会があった。拙稿を書くにあ
たり，会社概要や内部資料も一部ご提供いただいた。
また，平成12年度の富山大学地域共同研究センター主催のK氏の講演「企業
における危機管理」も参考にした。
M社グループ
本社
主事業所
創業
法人設立
本社資本金
グループ従業員
事業内容
海外展開
東京
富山県
1934年
1945年
56億円
海外 18,179名
国内 17,446名
ファスナー，建材，工機，アルミ押出品等の製造・販売
58ヶ国93社248拠点
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表 1. M社の年代別海外進出状況
年代 進 出 国 名
1959～1965 ニュージーランド，米国，タイ，マレーシア，コスタリカ，オランダ，トリニダード・トノ〈ゴ
台湾，英国，オーストラリア，ドイツ，フランス，イタリー，
1966～1970 カナダ， シンガポール，エルサlレノくドル，スペイン，
ベルギー，香港（中国）
1971～1975 レノ〈ノン，インドネシア，スイス，ブラジjレ，ホンジュラス，オーストリア
1976～1980 スワジランド，韓国，フィリピン，ノルウェー，エジプト，フィンランド，スウェーデン
1981～1989 アルゼンチン，ポルトガル，デンマーク，アイルランド，スリランカ，ギリシャ
1990～1992 バングラディシュ，チリ，南アフリカ，トルコ，（中国）メキシコ
フィジー，ポーランド，インド，ヴェトナム，ミャンマー，
1993～ チュニジア，ロシア， UA E，ルーマニア，パキスタン，
モロッコ，ガテマラ，チェコ，モーリシャス
2000～ カンボジア
北中米： 8国，南米： 3国，欧州： 20国，中東・アフリカ： 9国，
アジア： 15国，大洋州： 3国
1. M社の経営理念
( 1) M社の生いたち
7 
12 
6 
7 
6 
5 
14 
58国
創業社長は現在の富山県魚津市において尋常小学校卒業後，東京の商店に奉
公に出た。大陸の支店勤務を経験したことが広い視野を持っきっかけとなった
と思われる。
1934年に若くして独立し，ファスナーの加工販売を始めたが，加工機は輸入
していた。いわゆる「虫を植えるJ機械を何とか自前で作ろうというのが最初
の大きなチャレンジであった。加工機の自社製は実現したが，不良品のクレー
ムや生産スピード等に満足できぬ点が多かったようで，改良に改良を重ねると
いう姿勢が現在の工機事業部に引き継がれているようだ。自社製の加工機業，
自社製の材料を用いることが，後に世界に均一の品質を提供することの前提と
なっている。
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創業社長の目は早くから海外に向けられていたので独立2年目にして第1回
の輸出（アメリカ，メキシコ，カナダ，インド，南米諸国，オーストラリア）
を開始し，順調に伸ばしたが， 1940年には第二次大戦となり，輸出は中断し，
海軍軍需工場となるo ところが， 1945年には，東京大空襲で工場を焼失してし
まい，一旦会社を解散させるO そして，郷里の魚津市に帰り，鉄工所を買収し，
新たに株式会社として再出発する。 1947年には早くも東京に営業所を開設し，
輸出部を設置，輸出の商談に成功する。翌1948年には資本金500万円で貿易商
社を設立し，海外への意気込みを示すO 当時本社は資本金150万円であったと
の記録があるので，どれ程海外を重視していたかが分かろうというものであるO
生産については材料から製品までの一貫作業を目指し，伸銅工場の建設が始ま
るO この「材料から製品」までの経営方針は創業社長が生涯貫いた方針であり，
1970年代ごろ，日本のメーカーの手足切り離しという流行が出てきたが，断固
として一貫方式がとられた。材料に関してはアルミ精錬工場を持ち，多角化は
ファスナーに使い切れない材料を建材に廻すことに始まった。ファスナーの加
工機を自社製としたようにアルミの押出し機も自社製とした。ファスナーの台
地のテープを作る紡績工場，染色工場をも持った。加工機のユニットに入るコ
ンピュータや製図のプロッターや多雇用時代には社員だけの為の運送会社や旅
行会社までも手掛けるという具合に内生化された会社が作られていった。『組
織は戦略に従う』命題が当てはまる局面である。
M社の最初の海外直接投資は1959年のニュージーランドに始まり， 1961年に
はマレーシアに出ており，これがアジア進出の拠点となる。先進国としては
1960年にUs A社が設立され，代理店綱作りやアメリカ市場研究が行われ，
1964年にはジョージア州に一貫性工場を設立するO 当時アメリカでは繊維製品
ならびにファスナーのような関連商品にナーパスになっており， M社にはダン
ピングの疑いがかかり，ワシントンで根気よく 6ヶ月説明して，現地生産を条
件としてアメリカで売ることが出来るようになった。ファスナーはもともとア
メリカ生まれであり，発生の地からM社が世界に広がって行きたいとはやる心
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を抑えて，次々発生する問題に対処することとなった。同じく1964年にはオラ
ンダにも進出し，ここからヨーロッパへ順次展開していくことになるO
この海外進出は，創業社長の海外視察で得た情報と判断からつぎつぎ行われ
たのであろう。社長の信念は「人の居るところ，ファスナーが使われる」であ
り，日本の経済の発展と世界平和をファスナ一作りによって実現するという決
意が表 Iの最も早い時期に見られるような矢継ぎ早の海外展開となって行った
ものと思われる。後述するように l案については「小さく生んで大きく育てる」
という基本方針があるが，進出国数については最初から10年程の間に19ヶ国を
ものにしており，経験曲線を滑り下りているように見える。
当時の海外直接投資環境としては，発展途上国においては，輸出産業となり
得る外資が歓迎され，先進国においては高い関税障避が設けられているという
風に，それぞれの対応が求められる所であるが同時に展開されて行った。
1993年には創業社長が逝去するが，旧ソ連邦の崩壊や，中国の改革解放政策
などの結果，体制の壁が無くなったことでの進出地の拡大に加えて，それまで
は観察中であった国の経済成長がM社の海外直接投資の第二波を引き起こした。
( 2）創業経営者の経営理念と新体制の経営理念
M社の創業社長が制定した社是（経営理念）のく善の循環〉という言葉は港
によく知られている。創業社長が考え方として最初から持っていたものをこの
言葉にまとめたのは，副社長K氏のよれば，おそらく， 1957～1958年頃になっ
てではなかろうかとのことであるO 〈善の循環〉の内容は，「自らの利益追求を
第一義とした経営でなく，役員と社員が上下のへだてなく協力して働き，働い
た成果は社会と関連事業界と役員社員に三分配して共に繁栄して行こう」とい
う考え方だとL寸。この考えは「他人の利益を図らなければ自らの繁栄はない」
というカーネギーの言葉にヒントを得ているとのことであるO 1986年の『経団
連月報』に「わが社の海外展開の基本理念」と題した創業社長の一文があるが，
その中に上記の「 」の表現がある印。
ところでM社の資本金は1970年から56億であり， 1部上場企業の資本金規模
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に匹敵するが株式は公開されていない ω。
経営理念からすると創業社長の念頭にあるステークホルダーは役員・社員，
関連事業，社会であり，所有と経営の末分離，作業と経営の末分離という見方
もできる。
誰が株主かを見てみると， 2000年のM社株主総会報告書によれば上位6位ま
でにグループ会社，従業員持株会，親族，融資を受けている 2銀行が載せられ
ている。その 6位までの株主による持株比率は約50%にもなるO 通常のステー
クホルダーの 1つとして分類される株主は他のステークホルダーの中に混在し
ていると考えられるO なお， 2000年末の賃借対照表によれば資本構成は自己資
本が50%以上と極めて安定しており，資本の部の内容が特異な姿になっているO
即ち，剰余金が多く，特に任意積立金が資本金の20倍強となっているO 通常，
独立したステークホルダーである株主であれば配当か内部留保かの選択には可
成りの意見反映があろうかと思われるが，混入形の株主であるための経営側の
意見が先行してもおかしくはなL、。しかし， l株当り配当は1,800円と充分支
払われているO 序でに負債の部で目をヲ I~ 、た点を 1 つ挙げると，従業員等預り
金が200億円余あり，この額は短期借入金（一年内返済予定の長期借入金）と
ほぼ同額であるO 先に述べたが上位株主には融資を受けている 2銀行の名があっ
たが，資金の関係では株主と債権者の重複である。このように資金調達の面で
も内生化が見られ，通常区分されるステークホルダーの混在がここでも見出せ
る。
つぎに，役員・社員がわけへだてなく働くという意味について考えてみたL、o
M社においても使える予算規模や意思決定の範囲に区分があるのは当然である
が，欧米のように役員は繊鍛を敷いた部屋で秘書付きといった対遇格差があま
り大きくないとか，若手にも海外拠出の責任者となる機会が与えられるという
点は外から観察できる点である。また，現場作業者にあっては，与えられた機
械で所定の製品を作るだけでなく，不具合な機械をよく観察し，自分で修理す
るまでには至らなくても，参考となる意見を付して修理に出すとか，改良の提
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案をすることが小集団活動として奨励されている（5）。職務の垣根を低くして
上下職階の異る者が重ねて仕事をするというやり方は日本的経営の lっと看倣
せるかもしれないが，わけへだてなく働くという事の具体的な内容の lつは日
本的集団主義の実践であるかもしれない。
創業社長はかねて，従業員と経営者は対立関係にある存在ではないと度重ね
て言っているO 実際， M社では親睦会活動や改善運動は盛んであるが，階級対
立を意識した労働組合はなL、。
さて，創業社長の言う利害関係グループの lつの社会に含まれるのは顧客，
地域社会，政府等であるO 顧客や地域社会は株主，社員と重なる場合もある。
また，一部官需もあることから政府が顧客でもある場合もあるO 社会に対して
は供給責任を果たすことを基本に，雇用の増大，納税の他，地域の教育・文化
への助成等，日本企業としは早くから地域貢献に熱心である。
このように創業社長の考えた経営理念は企業の社会的側面を変ったステーク
ホルダー観で掴えており，この構図は株主と経営者の関係をプリンシパルとエ
イジェントで説明するエイジエンシ一理論などとは可成り違ったものである。
1993年に創業社長が逝去し， 1994年には社名が更新され，親族で既に一つの
関係会社を任されていた人が二代自社長となった。
新しく発表された経営理念はく更なるCorporateValueを求めて〉であるO
新経営理念は従来のく善の循環〉を精神として受継ぎながら経営の使命を表
現したものだとされている。
〈善の循環〉から約半世紀が過ぎたがその間，企業の内的・外的環境が変化
しているO 内的には高学歴社員が増加し，先つ’は彼等が納得するような経営理
念でなければならな~＇。外的な側面では顧客の満足ないし不満足ということを
注意せねばならなくなった。現在，世界で最も人気のある経営理念はジョンソ
ンアンドジョンソンのものだと言われており，モノ作りの立場としては当社製
品の使用者に安心をあたえなければならないという内容になっているO 顧客の
方に顔が向いているのであるO 世界全体の流れに合わせると創業社長的ステー
-207 ( 391) -
クホルダーの分類が修正されて顧客が明示されるようになる。
さらには善の循環で現れる三者は企業活動の社会的側面を構成するものであ
り，経済的側面を顕在化すると共にこの二側面を公正と言う自由競争の大前提
で止めた後，新しい企業価値を追求して行くというのが二代目社長経営理念で
ある。
新・旧経営理念の比較において，同じ点は株主というステークホルダーが以
前と同じように混在していることであるO また，旧理念において役員・社員と
一括されていたのが，社員と経営という行動に分けられているO
こうして社会的・経済的側面から企業価値を評価してもらうという経営理念
の変化があった。
M社の経営理念は各国に渡ってそれぞれの国のM社経営理念として根付くよ
うにというのか創業社長の考えであったが，“海外直接投資は原則独資でなけ
れば進出せず（6〕”の意味は株主という明示されたステークホルダーがいない
方がM社の経営理念による思う存分の経営が出来るということと受け止められ
る。
企業価値
図 1. M社の新しい経営理念構造（筆者作成）
2.創業社長の考える海外展開の基本方針
前述の創業社長の経団連月報掲載の一文によると，海外展開の基本方針はつ
ぎの 6ケ条であるO
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①市場開拓
②小さく産んで大きく育てる
③地域社会にプラスになるプロジェクトの実施
④権限の現地法人への委譲
⑤現地人社員の育成・登用
⑥Mブランドの統一，統一規格，同一品質の維持
①に関しては，一般に， 日本のメーカーが投資する場合，かねて関係ある商
社の力添えでF/Sを実施し，投資規模をも決定することが多いのであるが，
M社の場合は②とも絡んで小規模投資から始め，利益は再投資することになっ
ている。
投資目的から分類して労働力目的でないことは同じ加工機を用いて同一品質
のものを生産する点からも想像できるO
②についてはハイテク部品などのように経験曲線を滑り下りることはしなL、。
例外として，アメリカ，インドネシア等の一貫工場や中国の大連工場などは
当初から可成りの投資を行っているO
③は雇用といった直接的経済貢献のみならず，地域に教会を建設したり，工
場内に礼拝室を設けたりしているO また，姉妹都市の提携の仲立ちをすること
もあるO
④の現地への大巾な権限の委譲は，年1回の国際会議場における各地のトッ
プらの報告会でみられる。先ず現状報告がありつぎにプロジェクトの披露があ
るが，他との競合関係が整理されることはあっても現地尊重で，大方の所は承
認されるとのことである。
⑤現地人登用については東洋経済「海外企業進出総覧’96（会社別編）」では，
香港， ドイツ，スイス，エルサルバドル， トリニダード・トパゴなどが現地法
人代表者名に外国人名を身出す。その内の数名は出資者でもある。
⑥M社の工機部は主として世界のM社現地法人の使う機械を製造しているO
ファスナー製造機はもとより，設計に用いるパソコン，アルミの押出機までも
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自家製としているO
日本企業の海外進出が増加した時期としては貿易摩擦や円高などの原因が考
えられるのであるが， M社の場合は市場目的といっても商品特性が消費地に近
い所に立地した方がよいという点からであるO その商品特性とは，生活必需品
である，ファッション性が高い，種類もファスナーでは非常に数多く要求され
る，輸入先の在庫販売では数多くの要求に答えることは困難である，といった
点であり核分裂のように海外拠点を拡張させて行くのが当初からの計画であっ
fこO
3. アメリカ進出で得た数々の学習効果
創業社長が敗戦後の外貨持出しの不自由な時期に海外視察を行い，欧米との
経済格差を強く印象付けられた点は前掲の経団連月報手記で理解できる。進出
動機はつぎのようであるO
『私は1954年，はじめて世界旅行をしましたが，当時の日本に比べて欧米の
すばらしさを目のあたりに見て，事業を通じ自分たちの努力で何とか少しづつ
でも欧米に近づくよう，そして日本の経済がよくなるように日本人として全力
をあげて働きたいという意欲がむらむらとわくと同時に，これからの日本は世
界に眼を開き，世界の人々と仲良くして行くほかない，ファスナーは人々の生
活必需品であるから，全世界で・工場をっくり人類に貢献できるのでなし、かと考
えました。』
この視察の後，海外展開に二つの方向性がまとまり，国内産業の育成と輸出
拡大を計る途上国と輸出が困難となってきた欧米とに進めていくことになった。
アメリカには1960年に進出して代理店体制を築き，本格的に市場調査を始め
るが，代理店体制の失敗やダンピングの疑いをかけられるなど現地生産切替え
の決心が固まって行く。アメリカは自国の産業を守るために可成り強引な通商
政策を持つ国であると看倣せ， 1%の価格ダウンには証明書が必要であるといっ
たコストダウンの内容を示さないとダンピングと看倣されるという競争の土俵
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に上るのも甘くない国であるO
アメリカでの販売は，日本から行った多くの企業は直販でなくコミッショナー
にインセンティヴを与えて販売するのが一般的なのだがM社では逆の進め方で
直販体制に向かう。
国内にあってもほぼ同じ頃，市場競争に打ち勝つと同時に弱小メーカーを説
得でM社の代理店に組織化して行ったのを直販に切り替えて行く。川上も川下
も内生化に向けて動き出していたのであるO なお建材への多角化は川上に向け
てのアルミ押出品余剰部分を活用することから始っているO
さて，面接者の副社長K氏はアメリカにおける一貫生産開始の前から渡米し，
19年間を過した。創業社長の経営理念〈善の循環〉を sycle of goodness，と
訳してアメリカでの定着を試みるO
一貫生産工場のフル稼働には5年かかるO アメリカ経済自体ニクソン・ショッ
クなどの大きな問題をあからさまにするが，ファスナーに直結した問題として
は繊維産業の空洞化が起こるO ファスナーの輸入品も増加するがM社としては
米における市場占有率を高めて行く。その背後にはいくつかの経営戦略が奏功
していると思われる。
米企業の海外直接投資は投資の経済計算によってあっさり撤退する例が見ら
れ，経営者が待ってくれない株主の方に顔を向けているからであると説明され
る。ところがM社は，日本企業が日本国内の環境悪化に何とか対応し行こうと
するようにアメリカで土地っ子になって何とか対応して行こうとしているので
ある。
それらの対応の歴史を見ると， 1980年代初めの製・販・本部の対立は60年に
進出したアメリカ社の統合力強化で解決しようとしたり，内生化に向けて企業
買収やメキシコ進出があり，多角化，極体制，グループ経営へと進む。ちなみ
に日本では建材を大手建設会社に販売する会社を独立させ，社長には二代目社
長となる人物が就任するO M社グループとして新体制に向けて動き出した時期
である。事業本部も建材グループ，ファスニング・グループとまとめられる。
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ここでは，ファスニングという“品名”から“機能”への移行に注目してお
こう。このようにドメインを機能置き替えて企業を再生させるということをア
メリカ戦略論が教えており， M社グループも時流にのった訳であるO
おわりに
われわれはM社グループの経営理念が株主というステークホルダーを他に混
在化させた特異な構成をもつものであるということをみてきた。しかも，経営
者の交替があつっても最初の経営理念は“精神”として残されている。この経
営理念を持ってM社は異文化圏の数々の国に上陸した。それらの国において相
当数が根付いているという現実はアングロサクソン流の経営が唯一の地球上の
規格ではないのかもしれないという考えを抱かせる。
つぎには， M社の経営理念が各国でどのように修正され根付いていったのか，
また二代自社長の〈更なるコーポレート・ノ〈リューを求めて〉はどれくらい賛
同が得られているのかを追求したし、。ご多忙中筆者の調査に時間を削いて下さっ
た皆様に深謝申し上げる。
〔注〕
(1）以前，ある役員は軸足を日本に置いているのでわが社は多国籍企業ではないという認識
を示した。
副社長は本社と現地がl対1で情報を通じているのがインターナショナル，本社とある現地，
ある現地と別の現地など複線で情報を通じているのがグローパルという認識を示した。
( 2）ファスナ一発生の地であるアメリカで，ジーンズの代名詞のようなリーパイ社が1999年
国内工場を閉鎖した。
( 3 ）創業社長著：「わが社の海外展開の基本理念J『経団連月報』 1986年9月
( 4)過去に財務管理研究者がM社の株価評価を依頼されたこともあるが，上場に向けての研
究とは考えにくい。
( 5）作業者が改善提案をすることは仕事への動機つ’けになると一般に考えられている。
( 6）現在，合弁企業となっているのは，その国の外資政策で合弁でなければ進出できない場
合である。
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